
Ｂ社貸借対照表

Ａ社及びＢ社の損益計算書

Ａ社のＨ16/３月期の利益処分は以下の通り

である。

前期繰越利益 8,000千円

配当金 2,000千円

役員賞与金 1,000千円

次期繰越利益 5,000千円

（資料２）

・Ａ社とＢ社との取引高

Ａ社からＢ社への売上高 5,000千円

Ｂ社からＡ社への売上高 15,000千円

Ｂ社からＡ社への貸付金利息の支払 100千円

・Ａ社が有するＢ社に対する債権債務

売掛金 500千円 買掛金 2,500千円

長期貸付金 5,000千円

・Ｂ社が有するＡ社に対する債権債務

売掛金 2,500千円 買掛金 500千円

長期借入金 5,000千円

・Ａ社のＢ社から仕入れた商品の期末在庫

3,000千円

・Ｂ社のＡ社から仕入れた商品の期末在庫

500千円

・Ａ社のＢ社に対する取引利益率 10％

・Ｂ社のＡ社に対する取引利益率 10％

・Ａ社及びＢ社は，期末売上債権残高に対して

１％の貸倒引当金を設定している。

・Ａ社及びＢ社の法定実効税率は40％とする。

・連結調整勘定は５年で償却する。

・Ａ社の課税所得は6,000，Ｂ社の課税所得は

1,200である。

⑴ 資本連結手続き（単位：千円，以下同じ）

① 部分時価評価法

・Ｂ社の資産・負債の時価評価

Ｂ社の支配獲得日（Ｈ16/４/１）の土地に係る

評価差額について，その親会社持分額をＢ社の資

本に計上する。

借土 地 1,200 貸評 価 差 額 1,200

※ (12,000－10,000)×60％＝1,200

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 12,000

未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 6,000

評 価 差 額 1,200

連結調整勘定 1,800

少数株主持分：(12,000＋3,000)×40％＝6,000

連結調整勘定：12,000－｛(12,000＋3,000)×60％

＋1,200｝＝1,800

・連結調整勘定の償却

借連結調整勘定償却 360 貸連結調整勘定 360

連結調整勘定の償却額：1,800÷５年＝360

5,000

550

50

400

4,000

Ｈ17/３/31

現在

3,000

Ｈ16/４/１

現在

買掛金

勘定科目

1,200

Ｈ17/３/31

現在

1,000

Ｈ16/４/１

現在

現金

勘定科目

貸 方

(単位：千円)

借 方

合計

その他投資

土地

その他流動資産

繰延税金資産

商品

売掛金

受取手形

25,000

5,050

10,000

2,700

250

3,000

2,000

1,000

27,000

5,000

10,000

2,900

400

2,500

3,000

2,000

合計

未処分利益

資本金

その他負債

長期借入金

その他流動負債

貸倒引当金

未払税金

25,000

3,000

12,000

1,000

5,000

470

30

500

27,000

4,000

12,000

1,000

1,200

1,500

17,300

20,000

48,000

60,000

売上原価

売上高

Ｂ社

Ｈ16/４/１～Ｈ17/３/31

Ａ社

Ｈ16/４/１～Ｈ17/３/31

(単位：千円)

当期純利益

法人税等調整額

法人税等

税金等調整前当期純利益

特別損失

特別利益

経常利益

営業外費用

営業外収益

営業利益

販売費及び一般管理費

5,000

▲1,000

3,000

7,000

300

500

6,800

1,000

1,500

6,300

5,700

1,000

▲150

550

1,400

100

200

1,300

300

400
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・少数株主損益の計上

借少数株主損益 400 貸少数株主持分 400

Ｂ社の当期純利益1,000のうち，少数株主の持

分40％を少数株主持分として計上する。

② 全面時価評価法

・Ｂ社の資産・負債の時価評価

Ｂ社の支配獲得日（Ｈ16/４/１）の土地に係る評

価差額について，その全額をＢ社の資本に計上する。

借土 地 2,000 貸評 価 差 額 2,000

※ 12,000－10,000＝2,000

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 12,000

未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 6,800

評 価 差 額 2,000

連結調整勘定 1,800

少数株主持分：(12,000＋3,000＋2,000)×40％

＝6,800

連結調整勘定：12,000－(12,000＋3,000＋2,000)

×60％＝1,800

・連結調整勘定の償却（部分時価評価法と同じ）

借連結調整勘定償却 360 貸連結調整勘定 360

連結調整勘定の償却額：1,800÷５年＝360

・少数株主損益の計上（部分時価評価法と同じ）

借少数株主損益 400 貸少数株主持分 400

Ｂ社の当期純利益1,000のうち，少数株主の持

分40％を少数株主持分として計上する。

ポイント

部分時価評価法と全面時価評価法の違いは，少

数株主持分に表われる。

⑵ 債権債務の相殺消去

借買掛金(Ｂ 社) 500 貸売掛金(Ａ 社) 500

買掛金(Ａ 社) 2,500 売掛金(Ｂ 社) 2,500

長期借入金(Ｂ社) 5,000 長期貸付金(Ａ社) 5,000

債権債務の相殺消去に係る貸倒引当金の調整を

行う。

借貸倒引当金(Ａ社) 5 貸貸倒引当金繰入額(Ａ社) 5

貸倒引当金(Ｂ社) 25 貸倒引当金繰入額(Ｂ社) 25

Ａ社：500×１％＝５

Ｂ社：2,500×１％＝25

上記の修正仕訳に係る税効果の調整を行う。

借法人税等調整額(Ａ社) 2 貸繰延税金負債(Ａ社) 2

法人税等調整額(Ｂ社) 10 繰延税金負債(Ｂ社) 10

Ａ社 ５×40％＝２

Ｂ社 25×40％＝10

⑶ 取引高の相殺消去

借売上高(Ａ 社) 5,000 貸売上原価(Ｂ社) 5,000

売上高(Ｂ 社)15,000 売上原価(Ａ社)15,000

受取利息(Ａ社) 100 支払利息(Ｂ社) 100

⑷ 未実現利益の消去

借売上原価(Ｂ社) 300 貸商 品(Ａ 社) 300

少数株主持分 120 少数株主損益 120

売上原価(Ａ社) 50 商 品(Ｂ 社) 50

Ａ社が保有するＢ社仕入商品：3,000×10％＝300

Ｂ社の少数株主が負担すべき未実現利益：300×40％

＝120

Ｂ社が保有するＡ社仕入商品：500×10％＝50

上記の修正仕訳に係る税効果の調整を行う。

借繰延税金資産(Ａ社) 20 貸法人税等調整額(Ａ社) 20

繰延税金資産(Ｂ社) 120 法人税等調整額(Ｂ社) 120

Ａ社 50×40％＝20

Ｂ社 300×40％＝120

未実現利益の消去に係る将来減算一時差異の額

は，売却元の課税所得の額を超えることはできな

い。

Ａ社及びＢ社とも，一時差異が課税所得を下回

っているため，一時差異全額について繰延税金資

産を計上することができる。

⑸ 連結精算表の作成

上記の結果から連結精算表を作成すると，①部

分時価評価法は〔図表１〕，②全面時価評価法は

〔図表２〕のようになる。

大藪卓也講師からの一言

連結が苦手な人は，連結は単に「親会社と子会社の持分移動」にすぎないということが理

解できていないと思います。本稿を通じて，「持分移動」を頭にたたきこんでください。
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(単位：千円)
〔図表１〕

Ａ社 Ｂ社 単純合算

連結仕訳

連結財務
諸表

B/S

⑴

時価評価
連結修正
仕訳

連結調整
勘定償却

少数株主損
益の計上

⑵

債権債務
の消去

貸倒引当
金の調整

税効果
の調整

⑶

取引高の
相殺消去

⑷

未実現利
益の調整

税効果
の調整
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8,000
14,150
1,040
10,900
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0
0
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(16,000)
(2,400)
( 200)
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( 350)

30

(3,000)

(5,000)

3,000

(12,000)

1,200

6,200
12,000
11,000
14,500

900
10,900
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10,000

12,000
5,000
9,500

(19,000)
(2,400)
( 230)

1,200
2,000
3,000
2,500
400

2,900
0

10,000

0
0

5,000
(4,000)
( 400)
( 50)

5,000
10,000
8,000
12,000

500
8,000
30,000

0

12,000
5,000
4,500

(15,000)
(2,000)
( 180)

現金
受取手形
売掛金
商品
繰延税金資産
その他流動資産
建物
土地

子会社株式
長期貸付金
その他投資
買掛金
未払税金
貸倒引当金
その他流動負債
長期借入金
その他負債
繰延税金負債

連結調整勘定

少数株主持分

評価差額

資本金
資本準備金

0
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(50,000)
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0
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P/L
売上高
売上原価
販売費及び一般管理費
営業外収益
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当期純利益
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配当金
役員賞与
当期純利益
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(単位：千円)
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益の調整
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税効果
の調整
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金の調整
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の消去

⑵
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連結調整
勘定償却

連結修正
仕訳

時価評価

⑴

B/S

連結財務
諸表

連結仕訳

単純合算Ｂ社Ａ社

〔図表２〕

利益剰余金期末残高
当期純利益
役員賞与
配当金
利益剰余金期首残高
S/S

(15,000)
(5,000)
1,000
2,000

(13,000)

(4,000)
(1,000)

0
0

(3,000)

(19,000)
(6,000)
1,000
2,000

(16,000)

3,000

3,000

360
360

400
400

本講座のねらい

日商２級に合格したのち，１級・税理士・会計士試験にチャレンジしている人を対象に，

養成に時間のかかる計算力を高めることを目標にして，主要論点を解説します。（編集部）
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設例２ 追加取得により持分比率が10％から

60％へ増加したケース

以下の資料に基づいて，平成17年３月期の資

本連結の仕訳を示しなさい。

（前提条件）

・Ａ社はＢ社の株式の10％を2,500千円で平成

15年４月１日に取得し，原価法適用会社とし

た。その後，平成16年４月１日に株式の50％

を12,500千円で取得し，連結子会社とした。

・Ｂ社の資産のうち，平成15年４月１日現在の

土地の簿価は10,000千円であり，平成15年４

月１日現在のその時価は13,000千円，平成16

年４月１日現在の時価は15,000千円である。

・Ｂ社の簡易貸借対照表は以下の通りである。

なお，Ｂ社は利益処分は行わない方針であ

る。

⑴ 原則法――部分時価評価法(単位：千円，以下同じ)

・土地に係る評価差額の計上

支配獲得日（Ｈ16/４/１）の土地の評価差額に

ついて，株式取得日（Ｈ15/４/１及びＨ16/４/１）

ごとに算定した親会社持分額をＢ社の資本に計上

する。

借土 地 2,800 貸評 価 差 額 2,800

Ｈ15/４/１取得分：(13,000－10,000)×10％＝300

Ｈ16/４/１取得分：(15,000－10,000)×50％＝2,500

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 15,000

未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 6,000

評 価 差 額 2,800 連 結 剰 余 金 100

連結調整勘定 3,300

少数株主持分：(12,000＋3,000)×40％＝6,000

連結剰余金：(3,000－2,000)×10％＝100

連結調整勘定：

Ｈ15/４/１分：2,500－｛(12,000＋2,000)×10％

＋(13,000－10,000)×10％｝＝800

Ｈ16/４/１分：12,500－｛(12,000＋3,000)×50％

＋(15,000－10,000)×50％｝＝2,500

⑵ 簡便法――部分時価評価法

部分時価評価法は，子会社の資産及び負債のう

ち，親会社の持分に相当する部分について，株式

の取得日ごとに当該日における時価により評価す

ることが原則であるが，支配獲得日における時価

を基準として一括して評価するという簡便法も認

められている。

・土地に係る評価差額の計上

支配獲得日（Ｈ16/４/１）の土地の評価差額につ

いて，Ｈ16/４/１に一括して株式を取得したものと

みなして，親会社持分額をＢ社の資本に計上する。

借土 地 3,000 貸評 価 差 額 3,000

(15,000－10,000)×60％＝3,000

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 15,000

未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 6,000

評 価 差 額 3,000

連結調整勘定 3,000

少数株主持分：(12,000＋3,000)×40％＝6,000

連結調整勘定：15,000－｛(12,000＋3,000)×60％

＋3,000｝＝3,000

⑶ 全面時価評価法

Ｂ社の支配獲得日（Ｈ16/４/１）の土地に係る

評価差額について，その全額をＢ社の資本に計上

する。

借土 地 5,000 貸評 価 差 額 5,000

15,000－10,000＝5,000

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 15,000

未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 8,000

評 価 差 額 5,000

連結調整勘定 3,000

少数株主持分：(12,000＋3,000＋5,000)×40％

＝8,000

16,000

30,000

未処分利益

資本金

負債

資産(土地を含む)

Ｈ16/４/１

(単位：千円)

Ｈ15/４/１

3,000

12,000

20,000

35,000

2,000

12,000
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連結調整勘定：15,000－(12,000＋3,000＋5,000)

×60％＝3,000

設例３ 追加取得により持分比率が30％から

60％へ増加したケース

以下の資料に基づいて，平成17年３月期の資

本連結の仕訳を示しなさい。

（前提条件）

・Ａ社はＢ社の株式の30％を6,000千円で平成

16年３月31日に取得し，持分法適用会社とし

た。その後，平成17年３月31日に株式の30％

を6,000千円で取得し，連結子会社とした。

・Ｂ社の資産のうち，平成16年３月31日現在及

び平成17年３月31日現在の土地の簿価は

10,000千円であり，時価は，平成16年３月31

日現在で13,000千円，平成17年３月31日現在

で15,000千円である。

・連結調整勘定の償却は５年間で行う。

・Ｂ社の簡易貸借対照表は以下の通りである。

なお，Ｂ社は利益処分は行わない方針である。

⑴ 部分時価評価法（単位：千円，以下同じ）

・土地に係る評価差額の計上

支配獲得日（Ｈ17/３/31）の土地の評価差額につ

いて，株式取得日（Ｈ16/３/31及びＨ17/３/31）ごと

に算定した親会社持分額をＢ社の資本に計上する。

借土 地 2,400 貸評 価 差 額 2,400

Ｈ16/３/31取得分：(13,000－10,000)×30％

＝900（＊）

Ｈ17/３/31取得分：(15,000－10,000)×30％＝1,500

・連結調整勘定の償却

借持分法による投資利益 306 貸Ｂ社株式(子会社株式) 306

Ｈ16/３/31に持分法適用会社となった時点での

連結調整勘定は以下の通り。

Ｂ社の時価修正後の資本の部

資本金 12,000

未処分利益 2,000

評価差額 900 (＊)

合計 14,900

持分比率 30％

持分相当額 4,470

取得価額 6,000

連結調整勘定 1,530 (５年間での償却額は306）

・持分法による投資利益の計上

借Ｂ社株式(子会社株式) 300 貸持分法による投資利益 300

Ｈ16/４/１～Ｈ17/３/31までの当期利益

3,000－2,000＝1,000

持分相当額は，1,000×30％＝300

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 11,994
未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 6,000
評 価 差 額 2,400
連結調整勘定 594

① 子会社株式：6,000＋6,000－306＋300＝11,994

② 少数株主持分：(12,000＋3,000)×40％＝6,000

③ 連結調整勘定：11,994－｛(12,000＋3,000)×60％

＋2,400｝＝594

⑵ 全面時価評価法

・土地に係る評価差額の計上

支配獲得日（Ｈ17/３/31）の土地の評価差額に

ついて，Ｂ社の資本に計上する。

借土 地 3,000 貸評 価 差 額 3,000

(15,000－10,000)×60％＝3,000

・連結調整勘定の償却

借持分法による投資利益 306 貸Ｂ社株式(子会社株式) 306

計算方法は，部分時価評価法の場合と同様。

・持分法による投資利益の計上

借Ｂ社株式(子会社株式) 300 貸持分法による投資利益 300

計算方法は，部分時価評価法の場合と同様。

・連結修正仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 11,994

未 処 分 利 益 3,000 少数株主持分 7,200

評 価 差 額 3,000

連結調整勘定 1,194

オススメします

本稿で取り上げられている連結財務諸表は，本号付録「簿記論弱点発見 問題集（応用論

点編）」でも取り上げられています。あわせてご活用ください。 （編集部)

16,000

12,000

2,000

35,000

20,000

12,000

3,000

Ｈ16/３/31 Ｈ17/３/31

資産(土地を含む)

負債

資本金

未処分利益

30,000

(単位：千円)

2006.2付録 71

簿
記
１
級
越
え
講
座

ck
線

ck
テキストボックス
3,000

ck
線

ck
テキストボックス
17,000

ck
線

ck
テキストボックス
5,100

ck
線

ck
テキストボックス
900

ck
線

ck
テキストボックス
180

ck
線

ck
テキストボックス
12,120

ck
線

ck
テキストボックス
720

ck
線

ck
テキストボックス
180

ck
線

ck
テキストボックス
12,120

ck
テキストボックス
12,120

ck
線

ck
線

ck
テキストボックス
720

ck
テキストボックス
180

ck
線

ck
線

ck
テキストボックス
180

ck
テキストボックス
12,120

ck
線

ck
線

ck
テキストボックス
1,320

ck
線

ck
線

ck
テキストボックス
180

ck
テキストボックス
180



① 子会社株式：6,000＋6,000－306＋300＝11,994

② 少数株主持分：(12,000＋3,000＋3,000)×40％

＝7,200

③ 連結調整勘定：11,994－(12,000＋3,000＋3,000)

×60％＝1,194

設例４ 第三者割当増資により持分比率が60

％から80％へ増加したケース

以下の資料に基づいて，平成17年３月期の資

本連結の仕訳を示しなさい。

（前提条件）

・Ｂ社は株式を100株発行しており，Ａ社はＢ

社の株式の60％を9,000千円で平成16年３月

31日に取得し，連結子会社とした。その後，

平成17年３月31日に株式をＡ社に対して１株

160千円で100株発行した。

・Ｂ社の資産のうち，時価で評価替えすべきも

のはない。

・連結調整勘定の償却は５年間で行う。

・Ｂ社の簡易貸借対照表は以下の通りである。

なお，Ｂ社は利益処分は行わない方針であ

る。

平成17年３月期の連結仕訳 (単位：千円，以下同じ)

・開始仕訳

借資 本 金 12,000 貸子 会 社 株 式 9,000

未 処 分 利 益 2,000 少数株主持分 5,600

連結調整勘定 600

連結調整勘定：9,000－(12,000＋2,000)×60％＝600

少数株主持分：(12,000＋2,000)×40％＝5,600

・少数株主損益の計上

借少数株主損益 400 貸少数株主持分 400

(3,000－2,000)×40％＝400

・時価発行増資に伴う持分変動の処理

Ａ社が全株を引き受けたＢ社の第三者割当増資

額16,000（100株）を，いったん従来の持分比率で

少数株主も引き受け（40株分），その後，Ａ社が少

数株主から40株を買い受けたものとみなして処理

を行う。

①借資 本 金 16,000 貸子 会 社 株 式 16,000

②借子 会 社 株 式 6,400 貸少数株主持分 6,400

③借少数株主持分 6,200 貸子 会 社 株 式 6,400

連結調整勘定 200

①，②：Ａ社が60％，少数株主が40％の割合で増資を

引き受けたものとして処理を行う。

③：Ａ社が少数株主から40％分を買い取ったものとみ

なした処理を行う。

少数株主持分の変動額は，増資直後のＢ社の資本

勘定を利用して以下のように計算する。

少数株主持分の変動割合：160株／200株－60株／

100株＝20％

少数株主持分の変動金額：(28,000＋3,000)×20％

＝6,200

＊ 所有株式及び持分の変動表
35,000

2,000

12,000

16,000

30,000

未処分利益

資本金

負債

資産

Ｈ17/３/31

(増資直後)

Ｈ17/３/31

(増資直前)
Ｈ16/３/31

(単位：千円)

3,000

28,000

20,000

51,000

3,000

12,000

20,000

合計

少数

株主

Ａ社

100株

15,000

40株(40％)

6,000

60株(60％)

9,000

100株

16,000

100株

16,000

0

＋6,400－6,200

－6,400＋6,200

200株

31,000

40株(20％)

6,200

160株(80％)

24,800

合計株数

合計持分金額
持分変動

増資株数

持分金額

所有株数

持分金額
区分
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